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事業計画（全体）

公益目的事業 （公1）地域産業振興事業
地域中小企業のものづくり技術力の高度化と企業収益の向上のため、技術開発、人材育成、産学官連携等の支
援により「地域産業振興事業」を行う。

技術・製品開発等
支援事業

地域全体の技術・製品開発の向上を図るため、製品・技術
の研究開発やＩＴ技術の活用によるデジタル化への取組等
に対して助成を行う。

産学官連携
支援事業

産学官連携による新たな地域産業の創出および事業化等を
図る取組を推進するため、産学交流プラザ「創造」の運営
支援による地域企業と大学との交流促進や地域への情報発
信のほか、先端技術の利活用による生産性の向上等の支援
や水素の利活用促進を目的とした実証事業を行う。

中小企業
支援事業

企業経営の安定化・活性化を図るため、財団担当者が個別
相談等を行う。また、IoT・ロボット等の導入支援により人
手不足に悩む中小企業の生産性向上を促すほか、カーボン
ニュートラルへの取組の第一歩となる省エネ支援を行う。

収益事業 (収1)貸室事業

貸室事業

本財団の施設内貸室を研修・教育・会議等の目的で貸与、
並びに新規創業または室蘭市、登別市、伊達市の３市以外
から転入し事業拠点等の設立を計画している企業等に対し、
事務所及び研究施設の使用目的で概ね５年程度を目途に貸
与する。
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事業計画（技術・製品開発等支援事業）

ものづくり創出支援事業

開発の芽育成支援事業
事業化の可能性がある製品・技術開発または大幅な改善
を支援

製品・技術事業化支援事業
市場投入の実現性が高い製品・技術開発または改善を支
援

食品開発支援事業 食に関する新製品・パッケージ開発、市場調査を支援

市場開拓支援事業 製品・技術のPRおよび販路拡大を支援

デジタル化促進支援事業
デジタルを活用した生産性向上に資する取組み、地域企
業の課題解決に役立つデジタルツール開発を支援

人材育成支援事業
研修会・専門家招聘や資格取得に係る費用のほか、作業
の標準化に向けた動画マニュアル導入を支援

創業支援事業 ものづくり関連事業を展開するための事務所経費を支援
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事業計画（産学官連携支援事業）

産学交流支援事業

産学交流プラザ「創造」の運営支援を通じ、人的
ネットワークの形成や共同研究テーマ発掘などを目的
とした会員相互の情報交換、室蘭工業大学教員との交
流を行う。

地域技術・製品啓発支援事業
地域企業の技術や製品を広く地域住民に公開し、室蘭
地域の「ものづくり力」を発信する。

（環境省委託事業）
既存のガス配送網を活用した
小規模需要家向け低圧水素配
送モデル構築・実証事業

利用時のみでなく製造時や貯蔵・輸送時なども含め一
貫した取り組みを行い、サプライチェーンの供給コス
ト削減など水素の低コスト化を実現するモデル構築を
目指す。当センターでは、地域･中小企業へのPR・地
域･中小企業への水素普及の可能性調査の役割を担う。
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市場開拓支援事業
(公財)北海道中小企業総合支援センターや行政と連携
し、室蘭地域の企業紹介のための企業訪問を行うなど、
道内外の新たな取引先の開拓を支援する。

航空宇宙産業支援事業
航空宇宙産業への参入および受注拡大を目指す企業を
対象として、川下企業へのプロモーション活動やマッ
チングなど必要な支援を行う。

中小企業カーボンニュートラル
促進支援事業

地域中小企業におけるカーボンニュートラルへの取組
を促進するため、その対策の第一歩となる「省エネ」
について、意識醸成から実行の段階まで切れ目なく、
一気通貫で支援を行う。

• 省エネ性の高い機器導入費用の一部を補助

• 専門家による省エネ診断や改善提案、実行のフォ
ローアップなどコンサルティング支援を実施

ロボット・IoT導入促進ネット
ワーク構築事業

地域中小企業の「人手不足対策」「競争力強化」を目
的として、ロボット・IoT導入を支援するネットワー
ク・ワンストップ窓口を構築し支援環境の整備を図る。
関係機関と一体となり、課題を抱える企業の掘り起こ
し、省力化・デジタル化を推進する。

事業計画（中小企業支援事業1/2）
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事業計画（中小企業支援事業2/2）

中小企業力向上支援事業

＜技術・経営、特許相談＞
技術・経営、特許、製造現場改善等の相談指導、各種補助金
等を含む支援制度の紹介等を行うほか、大学・研究機関等の
紹介や共同研究の支援を行う。また、「よろず支援拠点」と
連携した取組により、地域の相談体制の充実を図る。

＜地域企業訪問ヒアリング＞
企業経営者・管理者との面談により、企業ニーズの収集を行
うほか、技術開発、製品開発に向けた意向調査を行う。

＜省エネ支援等＞
中小企業等からの省エネ相談を受けて経営コストの軽減に向
けた支援を行う。

＜室蘭地域産業支援連携協定に基づく中小企業支援＞
本財団と地域５金融機関および室蘭工業大学で締結した協定
に基づき、中小企業の経営・技術など企業課題の解決に向け
て支援する。

＜民間事業者との連携協定に基づく中小企業支援＞
東京海上日動火災保険(株)と三井住友海上火災保険(株)との
包括的連携協定に基づき、ものづくり企業の新入社員・中堅
社員を対象とした合同研修会等を行う。
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事業計画（貸室事業）

名称
利用料（円）

備考
9:00-12:00 13:00-17:00 9:00-17:00

研修室 1,500 2,000 3,500
FREE Wi-Fi、スクリーン、プロ

ジェクター、マイク、スピーカー

交流室 600 800 1,400
FREE Wi-Fi、テレビモニター、ホ

ワイトボード

サテライトオ

フィス室蘭
500／日・人

FREE Wi-Fi、デスクトップモニ

ター、ロッカー

情報室 500／日・人
FREE Wi-Fi、執務机、打合せ机、

本棚

名称 利用料（円）／月 共益費（円）／月 備考

研究開発室1 80,800 財団と借主の協議による
クレーン（0.5ｔ）、100V・200V

電源 ※車両の出入り可能

サテライト

オフィス室蘭
61,700 10,300

FREE Wi-Fi、デスクトップモニ

ター、ロッカー

情報室 21,000 3,500
FREE Wi-Fi、執務机、打合せ机、

本棚

研究開発室2 70,000 11,600
FREE Wi-Fi、執務机、打合せ机、

本棚

＜短期貸与＞

＜長期貸与＞

貸室事業

本財団の施設内貸室を研修・教育・会議等の目的で貸与、並び
に新規創業または室蘭市、登別市、伊達市の３市以外から転入
し事業拠点等の設立を計画している企業等に対し、事務所及び
研究施設の使用目的で概ね５年程度を目途に貸与する。
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令和7年度事業体系図
公益目的事業 【公1】地域産業振興事業

Ⅰ 技術・製品開発等支援事業

1 ものづくり創出支援事業

(1)開発の芽育成支援事業 (2)製品・技術事業化支援事業 (3)食品開発支援事
業 (4)市場開拓支援事業 (5)デジタル化促進支援事業 (6)人材育成支援事業
(7)創業支援事業

Ⅱ 産学官連携支援事業

1 産学交流支援事業

2 地域技術・製品啓発支援事業

3 既存のガス配送網を活用した小規模需要家向け低圧水素配送モデル構築・     
   実証事業

Ⅲ 中小企業支援事業

1 市場開拓支援事業

2 航空宇宙産業支援事業

3 中小企業カーボンニュートラル促進支援事業

4 ロボット・IoT導入促進ネットワーク構築事業

5 中小企業力向上支援事業

(1)技術・経営、特許相談 (2)地域企業訪問ヒアリング (3)省エネ支援等
(4)室蘭地域産業支援連携協定に基づく中小企業支援 (5)民間事業者との連携
協定に基づく中小企業支援

収益事業 【収1】貸室事業

Ⅰ 貸室事業 施設内貸室を貸与

P7


	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8

